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資料５

 昭和46年（1971年） 中央教育審議会 答申
「今後における学校教育の総合的な拡充整備の

ための基本的施策について」

⇒小学校と中学校の区切りを変える先導的試行の提言

 平成17年（2005年） 中央教育審議会 答申
「新しい時代の義務教育を創造する」

⇒９年制の義務教育学校を設置することの可能性や
カリキュラム区分の弾力化などの検討の提言

平成23年（2011年）から小中一貫教育の在り方の審議

⇒平成24年7月13日

小中連携、一貫教育に関する
主な意見等の整理

小・中学校９年間を通した新たな学校種

『義務教育学校』の創設には、「慎重な
検討が必要」 ⇒ 将来の検討課題

⇒設置者の判断に基づき、一定の教育課程
の基準の特例を活用できることについて検討
することが望ましい。

Ⅰ 小・中学校間の連携・接続に関する現状、
課題認識

Ⅱ 小中連携、一貫教育の推進について

Ⅲ 義務教育学校制度（仮称）創設の是非
について

Ⅳ まとめ 資料６

① 研究開発学校

② 教育課程特例校

③ 特例措置を受けない学校
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① 研究開発学校

「教育課程に関し、その改善に資する研究を行うために特に必要」

があると文科相が認める学校

⇒ 学習指導要領によらない教育課程の編成・実施を許容

現在、研究開発学校で

小中一貫教育をテーマとしているのは、８校

② 教育課程特例校

「地域の実態に照らし、より効果的な教育を実施するため･･･特別

の教育課程を編成して教育を実施する必要」があると文科相が認
める学校

⇒ 学習指導要領によらない教育課程の編成・実施を許容

現在、教育課程特例校の制度を活用し、

小中一貫教育に取り組んでいるのは、983校
(12年調査)

③ 特例措置を受けない学校

「学習指導要領の範囲内で、できるだけ教育目標や教育課程な

どを統一し、運営体制や指導体制を一体化して、小中一貫教育
を行うもの」

全国数千校にのぼっている

今後の学制等の在り方について

１．子供の発達に応じた教育の充実、
様々な挑戦を可能にする制度の柔軟化
など、新しい時代にふさわしい学制を構
築する。

（２）小中一貫教育を制度化するなど
学校段階間の連携、一貫教育を推進する
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